
別記

第１号様式（第６条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

名 称

代表者職氏名

住 所

生 年 月 日

令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助金交付申請書

標記補助金の交付について、令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助

金交付要綱第６条の規定により下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

１ 補助事業名

令和３年度 高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助事業

２ 補助対象経費及び補助金交付申請額

（１）補助対象経費 金 円

（２）補助金交付申請額 金 円

３ 補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分

別紙１の補助事業計画書のとおり

４ 補助事業完了予定期日 令和 年 月 日

５ 関係書類

（１）補助事業計画書（別紙１）

（２）補助対象経費の積算明細表（別紙２）

（３）補助事業審査基準表

（４）県税の滞納がない旨を証する納税証明書（県税事務所が発行する納税証明書又は

県税の納税義務がない旨の申立書）

（５）その他附属資料

□ チャレンジ型

□ ステップアップ型
※希望する対象事業を選択し、

レ点を記入してください。



第１号様式（第６条関係）

（別紙１）

補 助 事 業 計 画 書

１ 事業内容

（１）申請事業者の概要

名 称

代 表 者 職 氏 名

業 者 ラ ン ク （申請時点での土木一式工事ランク）

所 在 地

郵 便 番 号

資 本 金 、 出 資 金 円

従 業 員 、 構 成 員 数 人 うち、技術関係職員数 人

業 種

補助事業担当者職氏名

電 話 番 号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

E - m a i l



（２）補助を受けて実施しようとする内容及び達成目標

項目 内容

補助事業名
□ チャレンジ型

□ ステップアップ型

生産性向上

や働き方改

革、建設産

業のイメー

ジアップ等

に寄与する

事業計画

達成目標

【チャレンジ型の場合】

□ 生産性向上

□ 省人化

□ 安全性・衛生環境の向上

□ 品質の向上

□ 工期短縮

□ その他（ ）

【ステップアップ型の場合】

□ ＩＣＴ活用工事（フルセット）

（注５）

□ 生産性向上

□ 省人化

□ 安全性・衛生環境の向上

□ 品質の向上

□ 工期短縮

□ 若手職員の活躍

□ 女性職員の活躍

□ スキルアップ

□ モチベーションアップ

□ 週休２日制の導入

□ 若年入職者の増（35 歳未満）

□ 休暇の増

□ 収入の安定化

□ 給与・賞与の増

□ 建設産業のイメージアップ

□ その他（ ）

実績

【チャレンジ型の場合】

□ ＩＣＴ活用工事の施工実績（注６）

□ 高知県発注工事の受注実績（注８）

□ ＩＣＴ関連研修の参加実績（注９）

【ステップアップ型の場合】

□ ＩＣＴ活用工事による内製化チャ

レンジ型の実績（注７）

□ 高知県発注工事の受注実績（注８）

□ ＩＣＴ関連研修の参加実績（注９）



※ここでいう「ＩＣＴ」とは、建設分野においてＩＣＴを活用するものに限る。

（注）１ 「補助事業名」については、希望する事業にレ点を記入すること。

２ 当年度中に実施する「生産性向上や働き方改革、建設産業のイメージアップ等に

に寄与する事業計画」の内容を記入し、「達成目標」と関連する記述には下線を引

くこと。

３ 「達成目標」については、該当する各項目にレ点を記入すること。なお、その他

の達成目標がある場合は、任意で「その他」の括弧内に記入すること。

４ 「実績」については、該当する各項目にレ点を記入すること。なお、実績が有る

場合は、実績を証明する資料等（任意様式）を別途添付すること。

５ ＩＣＴ活用工事（フルセット）とは、①３次元起工測量、②３次元設計データ作

成、③ＩＣＴ建設機械による施工、④３次元出来形管理等の施工管理、⑤３次元

データの納品といった全ての施工プロセスにおいて、ＩＣＴを活用する工事をい

う。

６ ＩＣＴ活用工事の施工実績は、公共機関と契約したものに限る。

７ ＩＣＴ活用工事による内製化チャレンジ型の実績とは、ＩＣＴ活用工事における「３

次元設計データの作成」について、外注せずに自社施工することをいう。

８ 高知県発注工事の受注実績は、平成 30 年３月 31 日から令和３年３月 31 日までの

期間内に契約したものに限る。

９ ＩＣＴ関連研修の参加実績は、令和３年３月31日までに参加実績がある場合に限

る。

10 遠隔臨場利用実績は、令和３年３月 31 日までに複数回に渡って利用実績がある場合

に限る。

11 情報共有システム利用実績は、令和３年３月31日までに利用実績がある場合に限る。

12 テレワーク導入実績は、令和３年３月31日までに導入実績がある場合に限る。

13 その他、資料を別途添付することも可とする。

□ 遠隔臨場利用実績（注 10）

□ 情報共有システム利用実績（注 11）

□ テレワーク導入実績（注 12）

補助事業

完了予定日

令和 年 月 日

補助金精算払請求書を提出する予定の日とする（第 12 条関係）。



第１号様式（第６条関係）

（別紙２）

２ 経費配分（収支計画）

（１）支出の部（補助対象経費の積算明細書）

（単位：円）

（注）１ 「明細」欄は交付要綱別表第２（第５条関係）に定める「補助対象経費」の「内

容」を参考に記入すること。

２ 「補助対象経費」については、価格の妥当性を確認するため、見積書等根拠資

料を添付すること。また、消費税額を含まない額を記入すること。

３ 「講習等研修費」については、研修内容や指導内容、委託（予定）先を記入す

ること。

４ 「補助金交付申請額」とは、「消費税額を除く補助対象経費」に対し、補助率（１

／２以内）を掛けた金額（1,000 円未満切り捨て）であって、県からの補助金の交

付を希望する額（チャレンジ型を申請する場合は 200 万円以内、ステップアップ

型を申請する場合は 500 万円以内）をいう。

経費区分 明細 補助対象経費
備考

（予定等）

①ＩＣＴ建設

機械導入費

（小 計）

②ＩＣＴ測量

機器導入費

（小 計）

③ソフトウェア

等導入費

（小 計）

④講習等研修費

（小 計）

合 計

補助金交付申請額（補助率２分の１以内）



（２）現在交付中の補助金制度の有無

（単位：円）

（注）１ 現在交付を受けている補助金制度があれば、上表に記入してください。

補助事業名 金 額 補助事業交付者 備 考

合 計



第２号様式（第８条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

名 称

代表者職氏名

住 所

令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助金変更承認申請書

令和 年 月 日付け 第 号で交付の決定通知があった標記の補助

事業の内容（経費の配分）を下記のとおり変更したいので、令和３年度高知県建設業デジ

タル化促進モデル事業費補助金交付要綱第８条第１号の規定により申請します。

記

１ 補助事業名 令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助事業

２ 変更の理由

３ 変更の内容

（１）事業の内容の変更

経費区分 変 更 前 変 更 後 変更の理由

①ＩＣＴ建設

機械導入費

②ＩＣＴ測量

機器導入費

③ソフトウェア

等導入費

④講習等研修費

□ チャレンジ型

□ ステップアップ型
※希望する対象事業を選択し、

レ点を記入してください。



（２）経費の配分の変更

（単位：円）

（注）１ 「補助金交付申請額」とは、「消費税額を除く補助対象経費（合計）」に対し、補助率（２

分の１以内）を掛けた金額（1,000円未満切り捨て）とすること。

２ 補助事業を新たに委託することに伴い、経費の配分の変更を行う場合には、（１）事業内

容の「変更後」の欄に委託先の名称、委託の内容、委託の理由を記載すること。

経費区分 変更前 変更後 備考

①ＩＣＴ建設機械導入費

②ＩＣＴ測量機器導入費

③ソフトウェア等導入費

④講習等研修費

合計

変更前 変更後

補助金交付申請額 千円 千円



第３号様式（第８条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

名 称

代表者職氏名

住 所

令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助金中止（廃止）承認申請書

令和 年 月 日付け 第 号で交付の決定通知のあった標記の補助事

業を下記のとおり中止（廃止）したいので、令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデ

ル事業費補助金交付要綱第８条第３号の規定により承認を申請します。

記

１ 補助事業名 令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助事業

２ 中止（廃止）の理由

３ 中止の期間（廃止の時期）

（注）不用の文字は、抹消すること。

□ チャレンジ型

□ ステップアップ型
※希望する対象事業を選択し、

レ点を記入してください。



第４号様式（第８条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

名 称

代表者職氏名 印

住 所

令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助金遅延等報告書

令和 年 月 日付け 第 号で交付の決定通知があった標記の補助事業

に係る遅延等について、令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助金交付

要綱第８条第４号の規定により下記のとおり報告します。

記

１ 補助事業名 令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助事業

２ 補助事業の進捗状況

３ 補助事業に要した経費

４ 遅延等の内容及び原因

５ 遅延等に対する措置

６ 補助事業の遂行及び完了の予定

（注）１ 遅延等の理由を立証する書類を添付すること。

２ 不用の文字は、抹消すること。

□ チャレンジ型

□ ステップアップ型
※希望する対象事業を選択し、

レ点を記入してください。



第５号様式（第９条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

名 称

代表者職氏名

住 所

令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助金遂行状況報告書

令和 年 月 日付け 第 号で交付の決定通知があった標記の補助事

業の遂行状況について、令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助金交付

要綱第９条の規定により、下記のとおり報告します。

記

１ 補助事業名 令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助事業

２ 補助金交付決定額

金 円

３ 補助事業の遂行状況 （令和 年 月 日現在）

（注）「進捗状況」の欄は金額のみの記載ではなく、文章で状況を説明すること。

経費区分 計画内容 進捗状況

① ＩＣＴ建設

機械導入費

② ＩＣＴ測量

機器導入費

③ ソフトウェ

ア

等導入費

④講習等研修費

□ チャレンジ型

□ ステップアップ型
※希望する対象事業を選択し、

レ点を記入してください。



４ 補助対象経費執行状況

令和 年 月 日現在（単位：円）

（注）「執行済額②」の明細を別紙「補助対象経費の執行明細表」に記入すること。

経費区分

補助対象経費

（予算額）

①

執行済額

（支払済額）

②

今後の

執行予定額

③

最終執行

見込額

（②＋③）

執行率

（％）

②/①

① ＩＣＴ建設

機械導入費

② ＩＣＴ測量

機器導入費

③ ソフトウェ

ア

等導入費

④講習等研修費

計



第５号様式（第９条関係）

（別紙）

補 助 対 象 経 費 の 執 行 明 細 表

令和 年 月 日現在（単位：円）

（注）１ 補助金交付申請書の別紙２「補助対象経費の積算明細表」と対応させて、執行明細表を

作成すること。

２ 未執行の経費は備考欄に今後の執行予定時期を記載すること。

経費区分 執行明細
執行済額

（支払済額）

備考

（予定等）

①ＩＣＴ建設

機械導入費

小 計

②ＩＣＴ測量

機器導入費

小 計

③ソフトウェア

等導入費

小 計

④ 講習等研修

費

小 計

合 計



第６号様式（第 10 条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

名 称

代表者職氏名

住 所

令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助金実績報告書

令和 年 月 日付け 第 号で交付の決定通知があった標記の補助

事業を令和 年 月 日付けで完了しましたので、令和３年度高知県建設業デジタ

ル化促進モデル事業費補助金交付要綱第 10 条の規定により、下記のとおりその実績を報

告いたします。

記

１ 補助事業名 令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助事業

２ 補助事業に要した経費及び補助金決算額

（１）補助対象経費 金 円

（２）補助金決算額 金 円

３ 補助事業の結果

別紙１のとおり

４ 経費の総括

別紙２のとおり

５ 支出の明細

別紙３のとおり

□ チャレンジ型

□ ステップアップ型



第６号様式（第 10 条関係）

（別紙１）

補 助 事 業 実 績 報 告 書

１ 補助事業者の概要

２ 事業内容

（専門家及び委託機関について）

＊コンサルティング等の指導を受ける外部専門家、技術開発等の委託先を記載

＊事業内容について、報告書等があれば添付引用して差し支えないこと。

名 称

代 表 者 職 氏 名

所 在 地

郵 便 番 号

資 本 金 、 出 資 金 円

従 業 員 、 構 成 員 数 人 うち、技術関係職員数 人

業 種

補助事業担当者職氏名

実施期間
（事業開始日）令和 年 月 日

（事業完了日）令和 年 月 日

経費区分 実施した内容

①ＩＣＴ建設機械導入費

②ＩＣＴ測量機器導入費

③ソフトウェア等導入費

④講習等研修費

専門家名又は委託先名

委嘱又は委託日 令和 年 月 日

委嘱又は委託した期間 令和 年 月 日～令和 年 月 日

具体的実施内容



第６号様式（第 10 条関係）

（別紙２）

補 助 金 支 出 表

（単位：円）

（注）１ 「補助金額」は、予算額及び決算額の合計に対し、補助率（２分の１以内）を掛けた金

額（1,000円未満切り捨て）とすること。

２ 予算額とは、補助金交付申請書別紙１の２．経費配分（１）支出の部に記入し

た金額をいい、補助事業計画を変更した場合は、その承認を受けた計画の変更後

の金額をいう。

３ 予算額と決算額が著しく相違するときは、その理由を備考欄に記入すること。

経費区分 予算額 決算額 備考

①ＩＣＴ建設機械導入費

②ＩＣＴ測量機器導入費

③ソフトウェア等導入費

④講習等研修費

合計

予算額 決算額

補助金額 千円 千円



第６号様式（第 10 条関係）

（別紙３）

補 助 対 象 経 費 の 支 出 明 細 表

（単位：円）

（注）１ 補助金交付申請書と対応させて記入すること。

２ 別紙２「補助金支出表」の「補助対象経費」の経費区分ごとの「決算額」と本

表の「支出済額」の経費区分ごとの小計額及が一致すること。

経費区分 支出明細 支払済額 支払日 支払先

①ＩＣＴ建設

機械導入費

小 計

②ＩＣＴ測量

機器導入費

小 計

③ソフトウェ

ア等導入費

小 計

④講習等研修

費

小 計

合 計



第７号様式（第 10 条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

名 称

代表者職氏名

住 所

令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助金に係る消費税及び地方消費税

に係る仕入控除税額の確定に伴う報告書

令和 年 月 日付け 第 号で交付の確定通知があった標記の補助

事業について、令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助金交付要綱第 10

条第３項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１ 補助金額（県が確定通知書により通知した額）

円

２ 消費税額及び地方消費税額の確定に伴い再計算した補助金額

円

３ 補助金返還相当額（１－２）

円

（注）１ 別紙として積算の内訳を添付すること。

２ 課税事業者の場合であっても、単純に補助金の消費税率相当額が消費税及び地

方消費税に係る仕入控除税額による減額等の対象額ではない。



第８号様式（第 12 条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

名 称

代表者職氏名

住 所

令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助金精算払請求書

令和 年 月 日付け 第 号で交付の確定通知があった標記の補助

事業について、令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助金交付要綱第 12

条の規定により、精算払を下記のとおり請求します。

記

１ 交付確定通知額 金 円也

２ 今 回 請 求 額 金 円也



第９号様式（第 14 条関係）

令和 年 月 日

高知県知事 様

名 称

代表者職氏名

住 所

令和３年度高知県建設業デジタル化促進モデル事業費補助金に係る事業実施報告書

年 月 日付け 第 号で交付の確定通知があった標記の補助事

業に関し、 年度の事業実施状況について、令和３年度高知県建設業デジタル化促進モ

デル事業費補助金交付要綱第 14 条の規定により下記のとおり報告します。

記

事業の実施状況

補助事業により取り組んだ事業の進捗状況等の現況や事業実施上の課題ついて、該当す

る項目にレ点を記入してください（複数回答可）。

その他については、自由に記入してください（任意）。

（１）進捗状況

□ 未実施

□ 実施中または実施済み（ＩＣＴ活用工事以外の工事）

（ ▢ １件 ▢ ２件 ▢ ３件 ▢ ４件 ▢ ５件以上 ）

□ 実施中または実施済み（ＩＣＴ活用工事）

（ ▢ １件 ▢ ２件 ▢ ３件 ▢ ４件 ▢ ５件以上 ）

（２）課題・感想

□ 本事業により、生産性の向上を実感出来た。

□ 思うように生産性が向上しなかった。

□ 追加でＩＣＴ機器等を購入したいが、初期投資が高いため困難である。

□ ＩＣＴ施工に関する知識を持つ者がほとんどいないため、実施が困難である。

□ 特になし

□ その他（ ）


